
 

 

 

 

 

 

 

令和７年度訪問実態調査業務 

仕様書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和７年度訪問実態調査業務について 
 

  この仕様書は、浜松市（以下「委託者」という｡）が､訪問実態調査業務（以下「委託業務」

という｡）を委託するにあたり、受託者との委託契約について必要な事項を定める。 

 

１ 業務内容 

業務内容は次のとおりとする。  

（１）訪問実態調査業務 

  浜松市国民健康保険に加入している居所不明世帯について現地調査を行う。 

  ア 委託者から受託者へ提供するリストにより調査票を作成し、現地調査を行う。 

    ※状況が確認できない場合、日を変えて最大３回までの現地調査を行うこと。 

  イ 対象世帯と接触できた場合、居住区の区役所または行政センター内の国民健康保険担当

窓口への連絡等を依頼する。 

ウ その他、ア、イに付随する業務を行う。 

エ 訪問実施調査票及び業務実績報告書を提出する（任意様式）。 

オ 現地調査に対しての問い合わせや苦情処理等について対応する。 

（２）留意点・その他 

  ア 法令等を遵守し市民からの信頼を損なわぬよう適切かつ丁寧に対応すること。 

  イ 苦情やトラブルが発生した場合は、受託者の責任において解決をすること。それでも解

決が困難な場合は、委託者と協議の上解決に取り組むこと。 

  ウ 苦情やトラブルの情報を分析し、改善策を検討し再発防止に役立てること。 

エ 訪問実態調査の業務について、業務マニュアル、緊急対応マニュアルを提出し、委託者

の確認を得ること。 

① 委託業務は業務マニュアルに沿って行うこと。 

② クレーム、トラブル等、不測の事態に対応する場合は緊急対応マニュアルに沿って行

うこと。 

オ 業務実績報告書等の作成、提出 

※契約書第９条の業務完了報告書と同日に委託者へ提出すること。 

  カ 委託業務に係る居住確認業務をすること。 

  キ その他必要と認められる業務。 

   

 

２ 業務上判明した事項に関する連絡 

 受託者は、委託業務を履行した場合において、次に掲げる事項が生じたときは、委 

託者の定める方法でその都度速やかに処理し、報告しなければならない。 

（１）委託業務対象世帯の住所や番地等に相違があったとき。 

（２）その他委託者に報告する必要があると認める事項が生じたとき。 

 

３ 管理業務 

  委託業務の運営が円滑かつ効率的なものとなるように、受託者は次の事項に留意し業務を実

施すること。 

 



 

（１）委託業務における業務責任者及び業務従事者（以下「業務責任者等」という。）に対する

指揮命令・管理監督は、受託者が責任を持って実施すること。 

 

（２）受託者において業務効果を高めるための事案分析を行い、業務責任者等に対して必要な研

修を随時実施すること。 

  

４ 対象地域 

 対象地域は浜松市内全域とする。 

 

５ 対象件数 

 訪問実態調査業務の対象件数は概ね２００回とする。 

 

６ 履行期間 

履行期間は令和７年１０月１日から令和８年３月３１日までとする。 

 

７ 訪問実態調査日時 

訪問実態調査日時営業時間は、次のとおりとする。 

（１）訪問実態調査日時営業日  

   １月１日から１月３日まで及び１２月２９日から１２月３１日及び委託者が定める日を

除き、受託者が定める日とする。 

   原則として午前８時から午後８時までの間で、受託者が定める時間とする。 

 

８ 職務・人員配置等 

各職務及び人員配置条件等については、次のとおりとする。 

（１）業務責任者 

  ア 受託者は、業務責任者１名を選出し、営業時間中及び開庁時間中は常に委託者と相互に

連絡が取れる体制を整備し、委託業務の円滑な実施に万全を尽くさなければならない。 

  イ 受託者は、あらかじめ選任した業務責任者がその業務に就けない時は、業務責任者の業

務を代行する者（以下「代行者」という。）をその業務に就かせなければならない。 

※代行者は、業務責任者と同等の能力を有する者であること。 

（２）業務従事者 

  受託者の基準により、業務における接遇のスキルが認められる者。 

 

９ 業務責任者等に求める資質 

  業務責任者等に求める資質は次のとおりとする。 

（１）業務責任者等に求める資質 

  ア 言葉遣いやマナー等市民対応のためのコミュニケーションスキル。 

  イ 守秘義務の遵守及び個人情報の適切な管理能力。 

  ウ 居住する市区町村において、市税及び国民健康保険料に未納がないこと。 

（２）業務責任者に求める資質 

  ア 業務責任者は、受託者の正社員であり、官公庁等における類似業務の管理者として１年

以上の実務経験者であること。 



 

イ 委託業務に精通しており、委託者との調整窓口として委託業務契約に関する全ての対応

を行うことができる者。 

ウ 業務従事者に対する労働安全衛生法その他の関係法令の定めに従い、指揮命令権を持ち

労務管理が行える者。 

 

10 業務責任者等の遵守事項 

業務責任者等の遵守事項は、次のとおりとする。 

（１）委託業務の従事中は、他の営業行為に類することをしてはならない。 

（２）委託業務に従事する時は、常に会社名が表示された名札を着用し、１３で定める身分証明

書を携帯しなければならない。 

（３）訪問実態調査において、道路交通法等の関係法令を遵守すること。 

(４）訪問実態調査において、訪問実態調査対象世帯等の土地又は建物等に立ち入る時は、立ち

入り目的を告げ、必要な範囲を越えて立ち入ってはならない。また、訪問実態調査対象世

帯等の所有物を損壊しないように注意すること。 

（５）委託業務の履行に関連していかなる理由があっても、業務対象世帯等から金品、その他の

物品等を収受してはならない。 

 

11 業務責任者等の届出 

 受託者は、業務責任者等に関し、次に掲げる事項について速やかに委託者に届出なければな

らない。届出事項の変更が生じた場合や退職した場合も同様とする。また、届出者は、業務責

任者をもって受託者の代表者を代理するものとする。 

（１）担当業務、住所、氏名、性別、生年月日、電話番号、写真（退職の場合は不要）。 

（２）その他委託者が必要と認める事項。 

 

12 名称等の変更に関する届出 

受託者は、その名称、所在地、代表者名、代表者印に変更が生じた場合は、委託者に届出を

しなければならない。この場合の届出は「入札参加資格登録変更届」の写し及びその添付書

類の写しをもってあてるものとする。 

 

13 身分証明書 

身分証明書の作成、証明等については、次のとおりとする。 

（１）受託者は、業務責任者等の身分証明書を作成し、委託者の証明を受けなければならない。 

（２）委託者は、前項の証明をするに当たり、受託者に対して、証明をしようとする者の業務責

任者等としての適否確認に係る照会を行い、回答を求めることができる。 

（３）受託者は、業務責任者等が退職又は配置転換した場合は、身分証明書を速やかに回収し、

返還するものとする。 

（４）委託者は、受託者に対し、業務責任者等として不適当と認めた者について、既に交付され

た身分証明書の返還及び本委託業務からの離職を求めることができる。 

 

14 業務調整会議 

 委託者は、委託業務の円滑な遂行に資するため、必要に応じ、受託者と日程調整の 

上、業務調整会議を開催する。 



 

   

15 委託業務の成果 

  受託者に求める成果は次のとおりとする。 

（１）委託者が提示する対象案件を全件処理すること。 

（２）民間企業の専門的な技術力を最大限発揮し、効率のよい業務運営を行うこと。 

 

16 委託業務の改善 

委託者が１５の成果が不十分であると認めた場合、受託者は委託者と協議の上改善策を実施

すること。 

 

17 物品等の負担区分 

 受託者は委託業務を履行する上で必要な物品等を負担するものとする。 

 

18 データの授受 

データの授受は、契約締結後に協議して定めるものとする。 

 

19 事故の処理 

 受託者は、委託業務の履行に際し、委託業務の資料等の紛失、破損、その他の理由により、委

託業務にかかる事故が発生したときは、直ちに委託者に連絡の上、必要な措置を講じなければな

らない。 


